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 第２章 市政の状況と公共施設の有効活用の必要性 

 

1．人口状況 

（１）市全体の人口推移と将来予測 

本市の人口は、昭和30年代から40年代に行われた大規模宅地開発や工業団地造成等によって、

昭和 45年から昭和 60年にかけて人口が急激に増加し、昭和 45 年に 6.3万人だった人口は、昭

和 60年では１1.６万人と、15年間で 5.3万人（84％）増加しました。 

平成 7年以降は、人口の増加がゆるやかとなり、平成 22年の 15.1万人をピークに、現在に至

るまで横ばい傾向となっています。しかし、現在の 15.0万人から、平成 52年には 11.9 万人と

3.1万人（21％）減少して、昭和 60年代頃の水準となることが推計されています。年齢構成を

みると、平成 22年をピークに生産年齢人口比率は減少し、特に平成 27年頃から、75 歳以上の

後期高齢者の割合が増加し、高齢化が一気に進行する傾向がみられ、平成 52年には、高齢者人口

比率が現在の23％から37％までと14％の増加、年少人口比率は現在の13％から9％までと4％

減少する見込みです。こうした将来人口の規模、構成の大きな変化は、公共施設サービスの需要量

と内容に大きな影響を与えるものと考えられる他、生産年齢人口の減少により個人市民税収が減少

し、財政制約がますます強まってくることが想定されます。 

 

 

図表 人口階層別の人口推移及び将来人口推計 
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（２）５歳階級別の人口変化 

平成 4年から平成 24年までの 20年間では、総人口は 10,851 人（8％）増加しています。

年齢階層別構成比をみると、生産年齢人口は約 2％とわずかな減少となっています。しかし、老年

人口は約 203％増加して平成 4年の約 3倍の人数となり、すでに年少人口は約 28％減少と、大

幅な減少傾向となっています。 

平成 24年から平成 44年までの 20年間では、総人口は 18,492人（12％）減少すると予測

されます。年齢階層別構成比をみると、老年人口は約 36％増加し、生産年齢人口は約 23％減少、

年少人口は約 35％の減少が見込まれています。今後の 20年間で、総人口は減少しますが、70

歳以上の高齢者はまだ増加予測となっています。しかし 50代以下の世代では大幅な減少予測とな

っており、より高齢化や少子化が進展することがわかります。 

このように、今後 20年間で人口構成が大きく変化していくため、求められる行政サービスの変

化に対応する必要があると考えられます。 

 

図表 年齢区分別人口推移 
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（３）人口集中地区（DID） 

DID 地区の推移をみると、主に市域の東側で、面積は年々拡大しており、特に昭和 45 年から昭

和 55年の 10年間では約 2 倍に増加、平成 12 年から 22年にかけては、増加が緩やかになって

います。平成 22年では市の面積の約 35％を占めており、総人口の 8割が集中しています。 

限られた場所に人口が集中していることを踏まえて、公共施設を配置する必要があります。 

 

図表 人口集中地区の推移 
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（４）地区別の人口 

昭和57年から平成4年にかけては市全体が人口急増期で、どの地区でも人口は増加傾向にあり、

宮寺・二本木地区（9％増加）以外は、15％以上の大きな増加となっています。特に、豊岡地区は

42％、西武地区は 58％と大幅な増加がみられます。 

平成 4年から平成 24年までの 20年間では、宮寺・二本木地区、藤沢地区、西武地区の 3地

区で、総人口は 10％～13％の増加が続き、豊岡地区、金子地区では 6％と増加が緩やかになって

いますが、東金子地区では－2％と既に人口減少が始まっています。 

平成 24年から平成 44年にかけては、人口は減少に転じます。現在まだ微減傾向にある西武地

区や、現在開発が続いている藤沢地区では比較的減少が少なくなっていますが、既に人口減少が始

まっている東金子地区や、年少人口の減少率が大きくなっている金子地区や豊岡地区において、減

少幅が大きくなっています。 

 

図表 地区別の人口変化 

 ①昭和 57年から平成 4年（10年間）     ②平成 4年から平成 24年（20年間） 
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図表 地区別の人口変化 
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２.財政状況 

（１）歳入 

普通会計の歳入規模は 350 億円から 400 億円で推移しています。平成 15 年度から平成 20

年度の平均は 356.8 億円となっていましたが、平成 21 年度から平成 24 年度の平均は 399.3

億円となっています。この増加の主な要因として、前年度から繰り越した定額給付金給付事業を含

む、国の経済対策補正予算の実施による国庫支出金の増加があげられます。近年増加しているのは

使途が特定される「特定財源」の割合であり、市が自由な裁量を持つ「一般財源」は 250 億円前

後となっています。 

内訳をみると、市税収入が歳入総額の 5割程度となっています。但し、市税収入のうち、市民税

が平成 20 年の 110.1 億円をピークに、この 4 年間で 11％の減少となっています。今後予想さ

れる生産年齢人口の減少等に伴う個人市民税への影響等を考慮するならば、より慎重な財政運営を

行う必要があるものと考えられます。 

 

図表 歳入の推移 
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(２)歳出 

普通会計の歳出規模は 340 億円から 390億円で推移しています。 

支出が義務的で任意では削減できない「義務的経費」は、平成 15年度の 172億円から平成 24

年度には 204 億円になりました。その内訳をみると、人件費は微減、公債費は横ばいですが、扶

助費が約 2倍と増大しています。今後も、高齢化の一層の進展や少子化対策等による増加が見込ま

れるため、「義務的経費」の増大が懸念されます。 

直近の投資的経費は、歳出の 10％前後、30億円から 40億円で推移しています。 

 

 図表 歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 歳出の内訳 図表 歳出の内訳(県内 63市町村平均) 
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（３）投資的経費の推移 

平成 15 年度から平成 24 年度の投資的経費をみると、10 年間の平均は 35.1 億円となってい

ます。そのうち公共施設にかかる投資的経費は、10 年間の平均で 10.6 億円であり、投資的経費

全体の約 30％を占めています。公共施設に関する投資的経費は、用地の取得ではなく主に建物の

整備や更新に使われていて、直近は学校施設の耐震化に使われています。 

インフラ資産(道路、橋りょう、上下水道)は生活に欠かせない施設で費用の圧縮が難しいことや、

すべての施設の耐震化が完了していないことから、公共施設等にかかる投資的経費が今後ますます

厳しくなる見込みとなっています。 

 

図表 投資的経費の推移 
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（４）積立基金・経常収支比率の推移 

公債費負担比率※1は減少していますが、扶助費等の増加により、経常収支比率※2は主に 90％を

超える水準で推移しており、財政の硬直化が進んでいます。 

積立基金は、平成 22 年、23 年は一時的に増加していますが、全体としては減少傾向となって

います。地方債残高は減少傾向にあったものの、学校施設の耐震化に伴い平成 21年度以降増加傾

向に転じており、将来の財政負担が懸念されます。 

 

図表 積立基金・経常収支比率の推移               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：公債費負担比率 一般財源（使い道が自由な財源）に対する、公債費（借金の返済）にあてた割合。公債費がどの
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※2：経常収支比率 一般財源に対する、必ず支出しなければならない経費（義務的経費）の割合。100%に近いほ

ど財政にゆとりがないことになる。義務的経費として、人件費や生活保護などの扶助費、市債を

発行して借金した分を返済する公債費などがある。目安として 80％までが適正とされる。 
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３．保有する資産の状況 

（１）保有する土地・建物の内訳 

■ 土地 

 本市が保有する土地財産は、233 万 1,358 ㎡です。そのうち、貸付・交換・売却等が可能な経

済的価値によって市政に貢献する財産である普通財産は、約 5.1 万㎡（2.2％）となっています。 

市の直接利用または市民の共同利用に供する財産である行政財産の土地のうち、約 113.5 万㎡

(48.7％)が公園となっており、その次に学校用地が約 64.7 万㎡(27.7％)の割合となっています。 

 

図表 土地面積の内訳 
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高齢者福祉施設
0.5%

幼児・児童施設
0.4%

その他(行政系）
0.3%

消防施設
0.2%

産業系施設
0.1%図書館

0.1%

障害者福祉施設
0.1%

公園が
約半分を占める

土地面積 

233.1 万㎡ 

（うち、普通財産 5.1 万㎡） 

出典：財産報告書 平成 25 年度末現在

用途分類 土地面積 面積比 用途分類 土地面積 面積比 用途分類 土地面積 面積比

公園
公園、緑地、自然環境保全用地

1,135,046㎡ 48.7%
供給処理施設
総合クリーンセンター、総合清掃事

業所

45,575㎡ 2.0%
高齢者福祉施設
老人憩いの家、老人福祉ｾﾝﾀｰ、在

宅介護支援ｾﾝﾀｰ　※借地9,656.08

11,444㎡ 0.5%

学校教育系施設
小学校、中学校、学校給食センター

※借地7,915.73㎡

646,547㎡ 27.7%
保養施設
農村環境改善センター、農業研修セ

ンター

39,097㎡ 1.7%
幼児・児童施設
学童保育室、児童センター　※借地

454.63㎡

9,077㎡ 0.4%

博物館等
博物館、青少年活動センター、文化

財整理事務所、文化財建造物

87,423㎡ 3.7%
集会施設
集会所、公民館、公民館駐車場 ※

借地2,714㎡

38,273㎡ 1.6% その他(行政系）
防災センター、倉庫、資材置き場

7,992㎡ 0.3%

その他
遊水池・調整池等、ごみ集積所、納

骨堂、駐車場、駐輪場

72,281㎡ 3.1% 市庁舎等
市庁舎、区画整理事務所

20,945㎡ 0.9% 消防施設
消防署、消防車庫、防火水槽

4,808㎡ 0.2%

市営住宅
市営住宅　※借地6,118㎡

57,967㎡ 2.5% 子育て支援施設
幼稚園、保育所　※借地10,474.2㎡

17,147㎡ 0.7% 産業系施設
勤労福祉センター

3,356㎡ 0.1%

スポーツ施設
体育館、ﾃﾆｽコート、ゲートボール

場、サイクリングコース

52,923㎡ 2.3% 保健施設
健康福祉センター

13,249㎡ 0.6% 図書館
分館

2,354㎡ 0.1%

普通財産
駐在所、道路、廃止施設、宅地、畑、

山林

51,355㎡ 2.2%
文化施設
文化創造アトリエ、産業文化セン

ター、市民活動センター

12,666㎡ 0.5% 障害者福祉施設
障害者活動センター　※借地985㎡

1,834㎡ 0.1%

合計 2,331,358㎡
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■ 建物 

本市が保有する建物延床面積約 32.3 万㎡となっています。 

 行政財産の建物のうち、学校教育系施設が約 17.4 万㎡（54％）となっており、その次に集会

施設等の市民文化系施設が約 3.0 万㎡（9％）、庁舎や支所、防災センター等の行政系施設が約 2.4

万㎡（7％）の割合となっています。 

 
図表 公共施設の建物面積の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

延床面積 

32.3 万㎡ 

出典：財産報告書 平成 25 年度末現在
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施設の過半を占め
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用途分類 施設数 延床面積 面積比 用途分類 施設数 延床面積 面積比

学校教育系施設
小学校、中学校、学校給食センター

28施設 174,245㎡ 54.0%
子育て支援施設
児童センター、幼稚園、保育所、学童保育
室

30施設 13,202㎡ 4.1%

市民文化系施設
市民会館、公民館、文化創造ｱﾄﾘｴ･ｱﾐｰｺﾞ、
市民活動センター、産業文化センター等

21施設 29,664㎡ 9.2%
社会教育系施設
図書館、博物館、配本所

6施設 13,199㎡ 4.1%

行政系施設
市庁舎、支所、防災センター等

9施設 23,528㎡ 7.3%
供給処理施設
リサイクルプラザ、総合クリーンセンター

2施設 11,123㎡ 3.4%

市営住宅
池ノ下団地・岾下団地等

20施設 21,685㎡ 6.7%
産業系施設
勤労福祉センター

1施設 748㎡ 0.2%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
体育館、武道館、弓道場、農村環境改善セ
ンター、農業研修センター等

10施設 18,171㎡ 5.6%
その他
納骨堂入間永光苑、入間市駅南口自転車駐
車場

2施設 2,306㎡ 0.7%

保健・福祉施設
老人福祉センター、健康福祉センター、障
害者活動センター、老人憩いの家等

54施設 14,780㎡ 4.6% 合　計 183施設 322,650㎡
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（２）公共施設の築年別整備状況  

■ 用途別 

本市が保有する建物の延床面積 32 万 2,650 ㎡のうち、旧耐震基準で建設された建物は 15 万

6,699 ㎡（49％）、新耐震基準で建設された建物は 16 万 5,951 ㎡（51％）となっています。 

これを築年別にみると、一般的に大規模改修が必要となる目安の築 30 年以上の建物が、約 20.6

万㎡（64％）となっています。また、昭和 40 年から平成 5 年の間に整備が集中しており、この

29 年間に建設された建物は 27.6 万㎡、年平均は 9,519 ㎡/年で全体の 86％を占めています。

今後大規模改修や建物更新の時期が同時期に訪れる可能性が高く、計画的な整備を検討する必要が

あります。 

また、建物用途別にみると、学校施設 17.4 万㎡のうち 13.9 万㎡（80％）が築 30 年以上経

過しています。市営住宅については、昭和 30～40 年代に整備されたものが多く、築 50 年以上

経過した施設が多いことから、老朽化が懸念されます。 

図表 築年別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：財産報告書 平成 25 年度末現在
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市庁舎(A・B棟)
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■ 用途および面積別 

本市の保有量の大部分を占める学校施設の他に建物面積が 1,000 ㎡以上の大規模施設を集会機

能施設とその他大規模施設の 2 つに区分し、さらに 1,000 ㎡未満のその他の施設を加えて 4 つに

分類し、築年別の整備状況を見てみました。 

築 30 年以上経過した施設は、学校校舎･体育館の 13.7 万㎡（43％）と集会機能施設の 1.6 万

㎡（5％）、その他大規模施設の 3.7 万㎡（市庁舎 1.1 万㎡含む、11％）があり、学校と集会機能

施設に集中しています。 

築 20 年以上 30 年未満の施設では、その他大規模施設が 4.1 万㎡（13％）と最も多く、この

時期には単独の用途･機能を保有する大規模施設が集中して整備されている事が分かります。 

図表 築年別整備状況 
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（３）公共施設の 6地区ごとの整備状況 

 6 地区ごとの保有状況では、豊岡地区に市全体の約 44％（約 14.2 万㎡）と多くの公共施設が

立地しています。これは、市役所や市民会館、市民体育館、児童センター等大規模な全市対応施設

が多く立地しているためです。人口 1 人当たり面積は、市全体では 2.1 ㎡/人ですが、豊岡地区、

東金子地区、宮寺・二本木地区は 2.6～2.7 ㎡/人、金子地区、藤沢地区、西武地区では 1.4～1.8

㎡/人と 2 極化しており、1 人当たり保有面積が少ない地区は学校施設が占める割合が高くなって

います。 

建物用途別にみると、公営住宅は主に豊岡地区と東金子地区に配置されています。市民文化系施

設や子育て支援施設等は、どの地区でも比較的近い割合を占めています。保健・福祉施設は、規模

が大きな健康福祉センターを保有する藤沢地区に次いで、宮寺・二本木地区に多くなっています。

これは、広域対応の福祉施設を 2 つ保有するほか、老人憩いの家の数が最も多くなっているためで

す。 

このように、地区によって、整備状況が大きく異なっています。 

図表 6 地区別の保有状況 
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出典：財産報告書 平成 25 年度末現在
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（４）公共施設の耐震化状況 

本市が保有する建物の延床面積 32.3 万㎡のうち、旧耐震基準施設は約 15.7 万㎡（49％）で

す。そのうち、耐震化未実施施設は 4.5 万㎡（14％）であり、早急な対策が必要となっています。 

平成 26 年 3 月末現在で、耐震診断や耐震安全性確保が必要な建物は、以下の通りです。 

 

図表 耐震化状況 
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【耐震安全性が確保されていない・または耐震診断が未実施の建物】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

出典：財産報告書(平成 25 年度末現在)、入間市学校施設の耐震化について 
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学校給食センター S54 35

東金子学童保育室 S56 33

障害者活動センター「虹の郷」 S46 43

西武学童保育室 S54 35
平成26年度
建替え予定

本宿団地 S31 58

加根古団地 S32 57

上の台団地 S34 55

竹ケ谷団地 S35 54

塚場団地 S26 63

南沢団地 S29 60

中台団地 S30 59

秋津団地 S31 58

水窪団地 S33 56

峯団地 S36 53

南原団地 S37 52

中原団地 S38 51

南台団地 S42 47

建替え予定※
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※入間市市営住

宅長寿命化計画
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建築年度
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築年数
(年)

耐震化予定等

黒須小学校（体育館） S48 41

扇小学校（体育館） S50 39

東金子小学校（体育館） S48 41

藤沢南小学校（体育館） S47 42

向原中学校（体育館） S53 36

東町小学校（特別教室棟） S55 34

藤沢東小学校（体育館） S51 38

藤沢北小学校（体育館） S54 35

西武小学校（体育館） S45 44

黒須中学校（体育館） S54 35

武蔵中学校（体育館） S41 48

あずま幼稚園 S42 47

市庁舎（A・B棟） S48 41

市民体育館 S55 34

市民会館、中央公民館 S48 41
男女共同参画推進センター、
市民活動センター

S55 34

黒須公民館、黒須出張所 S45 44

高倉公民館 S52 37

東町公民館 S54 35

平成26年度
実施予定

平成27年度
実施予定

未定
(平成26年度
方向性検討)

未定
(平成26年度
2次診断予定)
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４．今後の施設の建替え・改修にかかるコスト試算 

（１）公共施設のコスト試算 

ここでは、次の条件により今後 40 年間にかかるコストを総務省が提供している更新費用試算ソ

フトにより算出します。 

＜試算結果＞ 

本市が保有する公共施設に係る今後の建替え・大規模改修にかかるコストは、平成 26 年度から

平成65年度までの40年間で、積み上げ方式で試算すると年平均47.0億円かかる見込みであり、

これは直近の公共施設にかかる投資的経費の平均 10.6 億円の約 4.4 倍となります。 

また、現時点で既に築 31 年以上経過している施設や今後築 30 年を経過する施設が多くあり、

今後 10 年間に一斉に大規模修繕が必要になってくることが予想されます。その費用は、年間 50

億円を超えると試算され、入間市行政改革長期プラン等から、今後公共施設にかけられる投資的経

費は更に減少する見通しのため、他の行政サービス支出に与える影響が懸念されます。 

 

図表 今後の建替え・改修にかかるコスト試算 
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＜総務省更新費用試算ソフトの試算条件＞ 

 建築物の耐用年数 ：60 年と仮定 

 建物附属設備及び配管の耐用年数が概ね 15 年であることから、2 回目の改修時期である建

設後 30 年で建築物の大規模改修を行い、さらにその後 30 年で建替えると仮定する。 

 試算時点で、建設時からの経過年数が 31 年以上 50 年までの施設については、直近の 10

年間で均等に大規模改修を行うと仮定し、建設時より 51 年以上経過している施設について

は、建替えの時期が近いことから、大規模改修は行わずに 60 年を経過した年度に建替える

こととする。 

 更新単価 

建替え  

市民文化系、社会教育系、行政系施設等 ４０ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系、保健・福祉施設等 ３６ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３ 万円/㎡ 

市営住宅 ２８ 万円/㎡ 

大規模改修  

市民文化系、社会教育系、行政系施設等 ２５ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系、保健・福祉施設等 ２０ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 １７ 万円/㎡ 

市営住宅 １７ 万円/㎡ 

 全施設対象 毎年老朽箇所の修繕を実施（3,000 円／㎡×施設面積） 

 既に耐震化が決まっている施設について、耐震補強費用を 31,000 円/㎡×施設面積として

計上する。耐震化が未定の施設のうち、試算時点で、建設時からの経過年数が 31 年以上

50 年までの施設については、平成 28 年～30 年の 3 年間で均等に耐震化を行うと仮定

し計上する。 

 入間市市営住宅長寿命化計画より廃止予定の施設については、耐震化や大規模改修等は行わ

ないと仮定し、維持補修費のみを平成 35 年まで計上する。 

 入間市市営住宅長寿命化計画より用地活用予定の本宿団地、加根古団地、上の台団地、竹ヶ

谷団地は、目標年次戸数を考慮し、下河原団地の費用を参考に平成 25 年から平成 35 年で

按分し、維持補修費は平成 35 年までを現在の値、それ以降を下河原団地の値で計上する。 
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（２）インフラ資産のコスト試算 

市が保有するインフラ資産（道路、橋りょう、上水道、下水道）の状況は、次のとおりです。イ

ンフラ資産も、公共施設と同様、今後、耐震化及び老朽化等の維持・更新費用が必要とされていま

す。そこで、インフラ資産も含めて、今後 40 年間にかかるコストを総務省が提供している更新費

用試算ソフトにより算出します。 

  保有状況  保有状況 

道路 一般道路      3,126,330 ㎡ 

自転車歩行者道    4,359 ㎡ 

上水道 総延長        488,697ｍ 

橋りょう 橋りょう           177 本

橋りょう面積      18,945 ㎡ 

下水道 総延長        401,629ｍ 

＜試算結果＞ 

１） 道路 

40 年間総額 392.1 億円 年平均 9.8 億円 

２） 橋りょう 

40 年間総額 58.0 億円 年平均 1.5 億円 

３） 上水道 

40 年間総額 517.6 億円 年平均 12.9 億円 

４） 下水道 

40 年間総額 479.5 億円 年平均 12.0 億円 

 

上記の結果、道路等のインフラ整備にかかる費用として、今後 40 年間の総額で 1,447.4 億円、

年間平均約 36.2 億円が必要となる予測です。 

 なお、インフラ資産については、日常生活を営む上で最低限必要な施設であり、廃止等での費用

の圧縮が難しいため、長期的な維持管理方法の見直しが今後の課題となります。 

 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

※上下水道は公営企業であり別会計となるが、全体把握のため記載 

  

平成15年度～平成24年度の
インフラにかかる
投資的経費

平均24.4億円/年

1.5倍

（年度）

出典：財産報告書 平成 25 年度末現在

（※端数処理をしているため、合計と一致しない場合があります。）
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＜総務省更新費用試算ソフトの試算条件＞ 

１） 道路 

 以下の分類別面積に対し、それぞれの面積を 15 年で割った面積を 1 年間の舗装部分の更

新量と仮定し、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

 更新単価 

一般道路 4,700 円/㎡ 

自転車歩行者道 2,700 円/㎡ 

 

２） 橋りょう 

 整備した年度から法定耐用年数 60 年を経過した年度に更新すると仮定し、以下の構造別面

積に対し、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

 現在鋼橋であるものは鋼橋で更新するが、それ以外の構造の場合は PC（プレストレスト・

コンクリート）橋として更新していくことが一般的なため、これを前提とする。 

 更新単価 

PC 橋 425 千円/㎡ 

鋼橋 500 千円/㎡ 

 

３） 上水道 

 整備した年度から法定耐用年数 40 年を経過した年度に更新すると仮定し、管径別年度別延

長長さに、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

 更新単価 

導水管及び送水管
～300ｍｍ未満 100 千円/ｍ 

300～500ｍｍ未満 114 千円/ｍ 

配水管 
～150ｍｍ以下 97 千円/ｍ 

～200ｍｍ以下 100 千円/ｍ 

 

４） 下水道 

 下水道 整備した年度から法定耐用年数 50 年を経過した年度に更新すると仮定し、管径別

年度別年長長さに、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

 更新単価 

～250ｍｍ 61 千円/ｍ 

251～500ｍｍ 116 千円/ｍ 
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(３)公共施設とインフラ資産を合わせた今後の更新コスト 

公共施設の建替え、改修等にかかるコスト試算とインフラ資産に係るコスト試算を合算し、本市

における今後の投資的経費を見通すと、今後 40 年間総額で 2,993.5 億円、年平均 74.8 億円が

必要となり、平成 15 年度から 24 年度までの 10 年間の投資的経費（上下水道にかかる投資的経

費を含む）の平均額 35.1 億円の約 2.1 倍となることが見込まれます。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上水道は公営企業であり別会計となるが、全体把握のため記載 

 

 

 

 

  

2.1倍

平成15年度～24年度の
公共施設とインフラにかかる

投資的経費
平均35.1億円/年

（年度）

上下水道整備額

公共建築物整備額
道路・橋りょう整備額

用地取得分

既存更新分
新規整備分

出典：財産報告書 平成 25 年度末現在
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５．経営的視点からの行政運営 

本市の公共施設等での行政サービスにかかる事務事業運営コストを平成 24 年度で見ると、歳出

全体（387.1 億円）の約 49％（189 億円）を占めています。その内訳は、人件費 21％、物件

費が 17％、維持補修費が 1％、投資的経費が 10％となっており、事務事業運営コストの 7 割以

上は、固定費である人件費と物件費に費やされています。市では、「入間市行政改革長期プラン」

等に基づき、人件費、物件費などの行政コストの削減に取り組んでいます。しかし一律的なコスト

削減だけでは、行政サービスの低下を招く恐れもあります。 

コスト削減と行政サービスの維持・向上の両立を図るには、住民が期待する公共施設の役割や機

能を、時代の変化に対応しながらそれぞれの地域に合った形に変えていくこと、すなわち有効活用

していくことが必要です。 

有効活用を具体的に進めていくためには、まず、公共施設で行われる行政サービスにかかるコス

ト（歳出）と、施設のストック状況（建物状況・利用状況・運営状況）を総合的に把握・分析する

ことが必要です。 

加えて、施設の実状や分析結果を、住民の皆さんにわかりやすく公表することにより、住民と行

政がともに市全体の経営的な視点から事務事業の有効性の検証を行い、情報の「見える化」を図り

ながら、施設を有効活用する改善案を議論していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

  

行政財産は市の財産の大半を占めており、その中で行われている行政サービスにかかるコ

スト(人件費・物件費・投資的経費等)を総合的・横断的に有効活用し、行政全般の見直し

を図り、効果的・効率的な行政展開を行う必要があります。 

歳出総額
387.1億円

入間市平成24年度普通会計決算 歳出内訳

投資的経費
10％(38.3億円)

扶助費
23％

公債費
8％

補助費等
5％

繰出金
14％

行政サービスに
かかる歳出は、
約5割（189億円）
を占める

土地
233.1万㎡
建物
32.3万㎡

入間市が保有する財産内訳

人件費
21％

（82.9億円）

物件費17％
（64.2億円）

（90.7億円）

コ
ス
ト
情
報

ス
ト
ッ
ク
情
報

公用財産

6％

公共用財産
（土地）92％

普通財産

2％

建物のうち、学校17.4万㎡（54％）

維持補修費
1％(3.8億円)

行政サービスを
行う財産は市の
財産の約9割を
占める

98％49％

※グラフは
土地面積の内訳
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６．資産の有効活用の必要性 

本市の公共施設にかかる費用について、今後は現状の費用を大きく上回る経費が必要となること

がわかりました。しかし、現下の財政状況の中では、現状の投資的経費を維持することは困難な状

況であり、既存施設の全てを維持・更新することは難しい状況です。 

そこで、今後の行政サービスのあり方を検討し、公共施設の最適化に関する全体方針を策定した

うえで、他の施策への影響も考慮しながら、限られた予算を適正に配分し、優先度に応じて計画的・

効果的な施策を進めることが求められます。 

そのためには、まず行政サービスの実態を把握し、総合的・横断的に課題を明らかにして、公共

施設の効果的・効率的な運用や有効活用を検討する必要があります。検討にあたっては、人口の減

少や少子高齢化を踏まえて、各地区の人口動態や保有資産の状況を基軸に、行政サービスのあり方

と財政負担のあり方等を総合的に検証し、既存の公共施設の有効活用等を図る必要があると考えま

す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 公共施設の過半を占
める学校施設の老朽
化

• 人口構成変化に伴う、
行政サービスニーズ
の変化

• 高い経常収支比率
や積立基金減少等
による財政制約が
強まり、今後さら
に投資的経費の確
保が厳しくなる

• 地区の過半を市街化
調整区域が占める等、
地区により土地利用
が異なる

• 一律でない公共施設
整備状況

• 平成22年度をピーク
に人口減少

• 今後、大幅な人口減
少及び、急激な人口

構成の変化が予測さ
れている

＜人口面の課題＞ ＜財政面の課題＞＜地区特性＞ ＜公共施設等の課題＞

財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
検
討
項
目

人口動向の変化及び財政制約が強まる中、開発動向や土地利用変化等の地域状況の変化や公共施
設の老朽化、ニーズの変化への対応等を果たす必要がある。

そのためには、市が保有する資産について、横断的・総合的な公共施設の機能の見直しや多機能
化等、公共施設の最適化や行政サービスのあり方等の見直しによる資産の有効活用が重要となる。

資産の有効活用を実現するためには、データの収集・分析から方針、計画策定、さらには
ＰＤＣＡサイクルの確立等による長期のマネジメント構築が必要である。

資
産
の
有
効
活
用

の
必
要
性

・各部門横断的利用
・利用機能の見直し
・他用途への転用
・遊休施設の外部利用

①

使用形態・利用形態の
見直し等による効率的
利用

・維持管理計画の作成
・整備方針の見直し
・優先度判定

（建替・改修の判断）
（事業方針等の判断）

・維持管理コスト削減
・横断的な修繕優先順位づけ

⑤

建物のライフサイクルを
通じた効率化等

・スペースの有効活用
・共用化・集約化

④
スペースの
効率的利活用

・重点投入すべき分野
の明確化

・優先度判定の予算への反映

⑧

予算面

（新規整備時・継続整備時）
・自ら所有及び賃借
・PPPの活用

②

保有形態の見直し等に
よる効率化

・施設の集約化・合同化
・統廃合
・廃止 等

⑥
集約化・合同化等による
効率化

・自ら運営
・一部アウトソーシング
・運営の外部化
（指定管理者制度等）

③

運営面の効率化
（業務改善）

・施設台帳
（公共ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）
の導入

⑦

情報化等による
効率化




